
非正規雇用労働者の賃金引上げに向けた同一労働同一賃金の
取組強化期間（3/15～5/31）における取組実績について①

１．春闘の賃金引上げの流れを中小企業・小規模事業者の労働者及び非正規雇用労働者に波及させるた
めの企業への協力依頼
① ・企業が賃金引上げに取り組む際に非正規雇用労働者について同一労働同一賃金の観点を踏まえた対応を行うこと
・中小企業・小規模事業者の賃金引上げの参考となる情報サイト「賃金引上げ特設ページ」や各種支援策の活用
について、経済団体及び各種業界団体に協力依頼（3月15日付文書を75団体あて発出）

② 都道府県知事及び政令指定都市の首長に対して、地域企業への同様の働きかけ及び市区町村への周知の協力依頼
（3月15日付文書発出）

２．業界団体等に対する厚生労働副大臣等からの直接要請
① 特に非正規雇用労働者が多い業界の団体や中小企業団体に対し、羽生田厚生労働副大臣が傘下企業等への働きかけ
を直接要請（3月29 日 日本チェーンストア協会、４月４日 全国中小企業団体中央会、4月14日 一般社団法人全国
スーパーマーケット協会、4月17日 日本商工会議所）

② 各都道府県労働局長が管内の経済団体等を訪問し、傘下企業等への働きかけを以下のように直接要請（４～５月）
・新任挨拶に併せて経済団体を訪問し、本取組について説明するとともに、各経済団体と意見交換を実施
・都道府県及び市町に対して、本取組とともに各種支援策について、地域の人材不足解消にも資する打開策の
一つとして、地域企業に対する周知を依頼

・労働局長と県知事連名で行っている関係団体に対する雇用要請において本取組について説明 等

取組実績

春闘に合わせ、賃金引上げの流れを中小企業・小規模事業者の労働者及び非正規雇用労働者に波及させるため、３月15
日～５月31日を強化期間として設定し、各種取組を集中的に実施
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非正規雇用労働者の賃金引上げに向けた同一労働同一賃金の取組強化
期間（3/15～5/31）における取組実績について②

３．同一労働同一賃金の遵守の徹底に向けた各種取組の強化
① パートタイム・有期雇用労働法及び労働者派遣法の履行確保の強化
・昨年12月から先行10労働局で開始した労働基準監督署と都道府県労働局による同一労働同一賃金の徹底に向けた
取組について、３月から全労働局で本格実施（都道府県労働局による報告徴収等は、４月から全労働局で本格実
施）。12～３月で労働基準監督署により10,509事業所の対応状況を確認。
[参考]パートタイム・有期雇用労働法 報告徴収件数（令和３年度） 6,377件

うち均等・均衡待遇に係る是正指導件数 218件

② 各種支援策の充実
・働き方改革推進支援センターにおいて、同一労働同一賃金に関するコンサルティング等による支援の強化

[参考]同一労働同一賃金に関する個別企業への支援実績（令和４年度） 約3,500件

・キャリアアップ助成金や業務改善助成金をはじめとした賃金引上げに向けた各種支援策の活用促進

[参考]キャリアアップ助成金の支給状況（令和４年度）
・正社員化コース 約10.5万人
・賃金規定等改定コース 約1.5万人

③ 厚生労働省公式Twitter及び公式Facebookにて発信するとともに、
5月１日から31日まで省ホームページトップページの
カルーセル枠に「同一労働同一賃金について」を掲載するなど、
広報活動を強化

取組実績
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同一労働同一賃金の遵守の徹底に向けた取組

同一企業内における正社員と非正規雇用労働者との不合理な待遇差を禁止する同一労働同一賃金の施行について、労働局

が新たに労働基準監督署と連携し、同一労働同一賃金の遵守を徹底するとともに、働き方改革推進支援センターによるコン

サルティング等も活用し、非正規雇用労働者の待遇改善を支援する。
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